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様式第１号 
調査基準価格を下回る価格により入札した理由 
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様式第２号 
 

入札価格の内訳書 
 

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

直　接　人　件　費

　総合・構造・設備
人・時間

　追加業務
人・時間

計

経　　費

　諸経費

式
　技術経費

式
　特別経費

式
計

委託料

式
消費税等相当額

消費税率  8 %
式

委託料予定価格

式

単価
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様式第３号 
 

調査対象業務の履行体制 
 
（１）履行のための体制図（全体像） 
 
 
C 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○○技術者 

・担当する役割

の内容 

○○技術者 

・担当する役割

の内容 

 
○○技術者 

・担当する役割

の内容 

○○技術者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容 

再委託の相手方① 

・ 再委託に係る業務の内容、再委託の予定金額、 

再委託を行う理由 

再委託の相手方② 

・ 再委託に係る業務の内容、再委託の予定金額、 

再委託を行う理由 
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（２）業務に係る実施体制 
技術者 
の区分 氏名 役職・部署 資格・部門等 担当する業務内容 
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様式第４号 
既受注建築設計等業務の状況 

 
 （    技術者）（氏名：     ） 

業務名 発注機関 履行期間 契約金額 備考 
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様式第５号 
配置予定技術者名簿 

  
技術者 
の区分 氏 名 資 格 取得年月日 免許番号 

交付番号 備考 

 

     

【業務実績（業務名、発注機関、業務概要、担当等）】 

 

     

【業務実績（業務名、発注機関、業務概要、担当等）】 

 

     

【業務実績（業務名、発注機関、業務概要、担当等）】 

 

     

【業務実績（業務名、発注機関、業務概要、担当等）】 
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様式第６号 
過去において受注・履行した同種又は類似の建築設計等業務の名称及び発注者 

 
 
 
通

し 
番

号 

業務名 発注者名 履行期間 契約金額 業務成績 
評定点 備考 

       

※上記を確認できる資料（契約書等）を添付すること。 

※過去５年間に受注した業務について記載すること。 
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様式第７号 
直近３年の事業（営業）年度に係る計算書 

（１）貸借対照表 

 

 

平成○年○月 平成○年○月 平成○年○月 
金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比 金 額 構 成 比 前年度比 

 

（資産の部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

資産合計         

 

（負債の部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

負債資本合計         
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様式第７号 
直近３年の事業（営業）年度に係る計算書 

（２）損益計算書 

 

 

平成○年○月 平成○年○月 平成○年○月 
金 額 構成比 金 額 構成比 前年度比 金 額 構 成 比 前年度比 

 

（経常損益） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

（特別損益） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

当期利益         
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様式第８号 
信用状況に関する資料 

 
 
１． 賃金不払の状況 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
２． 再委託先への代金の支払遅延の状況 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
３． 法令違反など信用状況 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
４．建設コンサルタント登録等における消除の状況 

 

 

 

 

 

 


